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研究成果の概要（和文）：　工業化社会から知識情報化社会に転換する中で政権交代や深刻な自然災害・人口縮減など
もあり、日本のかたちづくりが混迷している。この混乱収拾には知識情報社会に適した国土形成の在り方を示す新たな
開発哲学の構築が必要となる。その理念は人間と自然が共生するために科学技術を活用し、開発規模をヒューマンスケ
ールへ転換し、強者・資本の論理中心から弱者・地域の論理中心の地域政策へ転換することである。また、自立的・分
権的小都市が水平的ネットワークで大都市機能を発揮する大都市化分都市化型都市構造と人材を再生産できる脱個人化
・新家族化政策が重要となる。

研究成果の概要（英文）：     In today's knowledge-information oriented society, Japan needs to create a ne
w philosophy for national development. The philosophy should stand by the following principles: to utilize
 science and technology for human society's co-existing with nature, to downsize large-scale developments 
into human-scale ones, to change policies for the strong and the centralized to those for the disadvantage
d and the local-based.  It is essential to horizontally network self-sustaining and decentralized smaller 
cities in order to replace metropolitan functions with their networked ones. It is also crucial for smalle
r businesses to develop such mindset that accepts smooth business succession by unrelated people and to ke
ep fostering human resources.
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１．研究開始当初の背景   
 
 これまで国のかたちを構築してきた大型
公共事業･社会基盤整備の在り方が、八ッ場
ダム建設中止問題に代表されるように混迷
している。これは単に一公共事業のあり方論
議ではなく工業化社会から脱工業化社会・知
識情報化社会へと時代が大転換する時期に
おける不確実性に起因するものと考えられ
る。 
すなわち、日本は、経済の高度成長から安

定成長への転換を経て、1980年代には Japan 
as No.1 のムードの中で情報化･国際化を合
い言葉に自信に満ちてバブル経済を謳歌し
た。しかし、バブル経済が崩壊し、デフレ経
済化における失われた 20年を経験する中で、
周辺の発展途上国はめざましい発展を遂げ
ている。日本経済が衰退の兆しを見せる中で、
財政赤字の拡大、人口減少、大規模自然災害
の到来と不安、既存インフラの老朽化など、
社会の質的構造的変化が進んできていた。そ
の結果、1980 年代に見せた日本人の自信は
喪失され、先行き不透明な不安感の中で、国
のかたちづくりにおける混乱が見られた。 
この混乱を収めるには時代の変化、経済社

会構造の変化に対応すべく、国のかたちづく
りを考える基本的考え方を再考する必要が
ある。開放型水平ネットワークを基本とする
情報通信システムの普及との関係だけを考
えても、階層的ネットワークからなる中央集
権型国家統治システムは矛盾を露呈してき
ている。以下に時代の変化に対応した分権型
社会を構築し、知識情報社会に適した国土形
成を図るかが問われていた。 
そのためには、脱工業化社会・知識情報化

社会に適した新しい地域学・新しい都市学の
成立を模索しなければならない。しかも、世
界的には人口爆発が懸念される中で、日本の
場合、これまで経験したことのない人口縮減
時代に対応するものでなければならない。そ
こで、それらの規範となる新しい開発哲学の
樹立が不可欠と思料し、研究を開始すること
とした。                                              
 
 
２．研究の目的 

 
地域の論理・交流・人間中心・国際化・知

識・知恵・再生・地域資源などをキーワード
に、国土開発政策を中央集権型と地方分権型
に区分し、地理学の時空間的思考を活用して
「都市の論理」と「村落の論理」の対立でな
く、両者を止揚した知識情報社会・時代に対
応した開発哲学を、以下の視点から見出すこ
とを目的とする。 

①混乱の中にある分権型知識情報化社会
の構築に必要な国土基盤整備のあり方 

②国民にわかりやすい国土基盤整備の説
明手法と開発哲学の樹立 

③人口縮減社会における社会構造･地域構

造の解明とそれに基づく中心市街地活
性化・郊外衰退化に備えた開発のあり方 

 
 
３．研究の方法 
 
①今日までに築いてきた人的ネットワーク
を活かして、国土基盤整備や都市開発に携
わってきた研究者・実務家・政治行政関係
者など国内外の有識者への聞き取り調
査・議論から多面的知識の収集。 

②特に、地域における行政実務者や学術研究
力を有するマスコミ関係者を研究協力者
として、情報収集をはじめ、政策現場にお
ける開発哲学の方向性に関する是非を判
断する。 

③中止･延期に追い込まれた大型公共事業に
関する地域社会での実態調査や政策担当
者への聞き取り調査から従前の開発哲学
の問題点を見出す。 

③国内外における新規国土基盤整備など新
たな開発動向への地域社会・政策担当者の
対応関係に関する実態調査および開発の
在り方論に関する現地聴き取り調査。 

④研究開始直前に発災した東日本大震災の
被災状況には従前の開発哲学に基づき構
築された社会基盤･国土基盤の今日的問題
点が凝縮してみられる。そこで被災実態を
現地調査し、その問題点を摘出すると同時
に、そこから今日的な開発のあり方を模索
し、復興のあり方について提言する、提言
型研究調査を実施。 

⑤国内外における国土基盤整備や都市開発
の在り方に関する文献調査を行い、識者の
考察と本研究結果を比較考量しつつ、研究
成果・結論をまとめる。 

 
 
４．研究成果 
 
①新しい開発哲学の構築には、開発スケール
を巨大指向からヒューマンスケールへと
転換し、人間と自然の共生が重要となる。
人間は自然の一部であり、科学技術を活用
は従前のように自然を克服するためでな
く、自然の摂理を十分に認識し、自然と共
生するためにしなければならない。 

②強者の論理・資本の論理中心の従来の政策
から、弱者の論理・地域の論理中心の政策
への転換が必要となる。 

③東日本大震災の復興と今後の開発のあり
方として以下の事項が重要となる。 

a.完全防災型でなく自然と人間の共生
する減災型地域づくり 

b.自然破壊力を軽減する技術開発 
c.自力更生型復興を可能にする自律発
展型自立地域の形成 

d.メンタルマップの描きやすいコンパ
クトな地域づくり・都市構造形成 

e.拡大・年輪型市街地形成から積み重ね



再開発型市街地形成への転換 
f.パートナーシップ型応援システムの
導入と創造力の喚起 

g.高規格交通基盤と横断国土軸の整備 
④情報化社会におけるヒューマンスケール
の都市構造への再構築には、自立的・分権
的な小都市が水平的にネットワークしつ
つ大都市としての機能を発揮する「大都市
化・分都市化型都市構造」が適している。
この構造は EU の統合にも通じるものであ
る。 

⑤工業化社会では農業社会での大家族を核
家族化し、さらに単身家族化・個人主義化
が推進された。現在、結婚年齢が高くなる
だけでなく、結婚せず、家族を形成しない
人々が増加している。その結果、人間力・
家族力･地域力･国力の衰退がみられる。と
りわけ、地域社会のリーダー層の中に単身
化の傾向が顕著のようである。こうした状
況の中で、人間力を回復し、地域力･国力
を向上させるには、人材を再生産できる
脱個人化・新家族化政策が重要となる。
新しい家族形態のあり方を見出す研究が、
新しい開発哲学樹立には不可欠である。 
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